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平成 30年 4 月 10日 

各  位 

 

会   社   名 株 式 会 社 シ ス テ ム 情 報 

代 表 者 名 代表取締役社長   鈴 木 隆 司 

（コード番号:3677 東証ＪＡＳＤＡＱ） 

問 合 せ 先 経営管理部長   笠 屋 雅 義 

（TEL.03-5547-5705） 

 

業績予想及び配当予想の修正（期末配当の増配）に関するお知らせ 

 

最近の業績動向等を踏まえ、平成 29年 11月 10日に公表しました平成 30年 9月期の第 2四半期累計期間、

通期の連結業績予想及び配当予想を下記のとおり修正いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．業績予想の修正 

平成 30年 9月期 第 2四半期(累計)連結業績予想数値の修正（平成 29年 10月 1日～平成 30年 3月 31日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に
帰属する 

四半期純利益 

1 株当たり 

四半期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

4,400 420 420 290 24.58 

今回修正予想（Ｂ） 4,800 440 440 305 25.77 

増減額（Ｂ－Ａ） 400 20 20 15  

増減率（％） 9.1％ 4.8％ 4.8％ 5.2％  

（ご参考）前期第 2四半期実績 

（平成 29年 9月期第 2四半期） 
3,813 405 405 281 （注）23.91 

（ご参考）前期第 2四半期比 

増減率（％） 
25.9％ 8.6％ 8.6％ 8.5％  

 

平成 30年 9 月期 通期連結業績予想数値の修正（平成 29年 10月 1 日～平成 30年 9月 30日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に
帰属する 

当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

9,000 855 855 600 50.85 

今回修正予想（Ｂ） 9,500 870 870 620 52.39 

増減額（Ｂ－Ａ） 500 15 15 20  

増減率（％） 5.6％ 1.8％ 1.8％ 3.3％  

（ご参考）前期実績 

（平成 29年 9月期） 
8,147 772 780 550 46.66 

（ご参考）前期比増減率（％） 16.6％ 12.7％ 11.5％ 12.7％  

（注）当社は、平成 29年 6 月 1 日付で普通株式 1株につき 2 株の割合で株式分割を行っております。 

前期第 2 四半期連結実績の 1 株当たり当期純利益は、株式分割の影響を考慮して記載しております。 
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（修正の理由） 

売上高につきましては、保険向けのシステム開発が新規案件の受注を含め引き続き順調に推移しており、

また、連結対象子会社の売上も堅調に拡大しております。 

利益につきましては、当社独自のシステム開発標準（SICP）に基づくプロジェクト管理の更なる徹底によ

り採算が確保される一方、働き方改革の一環として職場環境の整備、処遇の改善によるコスト増や中途採用

に伴う採用費の増加が見込まれること等から、予想を若干上回る見込みであります。 

以上のことから、平成29年11月10日に公表した平成30年9月期の第2四半期累計期間および通期業績予想を

修正することといたしました。 

 

 

２．配当予想の修正 

 平成 30年 9月期（平成 29 年 10月 1日～平成 30年 9 月 30日）期末配当予想 

 1 株当たり配当金 

基準日 第 2四半期末 期末 合計 

前回予想 

円 銭 円 銭 円 銭 

未定 未定 未定 

今回修正予想 0.00 17.00       17.00       

当期実績 － － － 

前期実績 
（平成 29年 9月期） 

0.00 15.00 15.00 

 

（修正の理由） 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つと位置づけており、将来の事業展開と財務体質

の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、配当性向 30％を目安に株主への安定的かつ継続的な配当を

実施していくことを配当政策の基本方針としております。 

上記の基本方針に基づき、この度の業績予想の修正において当期純利益を修正するに当たり、前回は未

定としておりました配当予想を前期比 2円増配し、1株当たり 17 円といたしました。 

なお、期末配当につきましては、本年 12月開催予定の株主総会に付議させていただく予定です。 

 

※ 上記の予想は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、 

実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

 

以上 


